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     緑の保全・創造に向けた新たな税制案と市民意見 

募集について 

 

 

 本年８月の横浜市税制研究会からの最終報告を受け、市民アンケートな

どを実施しながら、横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）の推進に向

けた新たな税制について検討してまいりました。 

 新たな税制に関する検討案についてご報告するとともに、広く市民から

の意見又は提案を求めるための市民意見募集の実施についてご報告します。 

 なお、市民意見募集の実施結果につきましては、後日、とりまとまりし

だいご報告します。 

平 成 2 0 年 1 0 月 1 7 日

都市経営・行政運営調整委員会

配 付 資 料

行 政 運 営 調 整 局
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１ 新たな税制案について 

 

検  討  案 

＜参考＞ 

税制研究会の最終報告 

  市民アンケート結果 

【課税手法】 

・ 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）を着実に推進

し、緑豊かな環境を次世代に継承していくため、各年度の

財政状況にかかわらず安定した財源の確保が必要。 

・ 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）の各施策にか

かる事業費は、横浜市に固有の財政需要であり、その受益

は、市民である個人・法人に広く及ぶことから、市民税（個

人・法人）均等割超過課税によって、市民の皆様に広く・

薄く負担をお願いしていきます。 

＜参考＞ 

法定外税については、環境汚染物質の排出対策などと異な

り、緑を減少させること自体を原因にした税負担を求めるこ

とが可能かなどの課題があり、導入を見送ります。 

・ 強力な開発圧力にさらさ

れている横浜において、緑

を保全・創造していくため

には大きなコストを要し、

他都市の行政需要や標準的

税負担による行政需要を超

える水準のコストと考えら

れる。 

・ 緑の保全・創造による受

益は、市民である個人・法

人に広く及ぶことから、課

税手法としては市民税均等

割超過課税が適当。 

（最終報告書９～11 頁）

【使途】 

・ 横浜みどりアップ計画の新規・拡充 22 施策 42 事業を実

施するには、新たに年約 38 億円の一般財源が必要。 

・ そのうち、 

① 確実な担保（公有地化等）等樹林地・農地の保全 

② 身近な緑化の推進 

③ 維持管理の充実による緑の質の向上 

④ ボランティアなど市民参画・協働の促進 

につながる 16 施策 31 事業（一般財源増嵩分約 32 億円）を

市民税均等割超過課税によって実施していきます。 

＜参考＞ 

施設の整備費や特定の個人・事業の支援的な性格を有する

事業（11 事業）については新たな税制の使途から除外し、既

存財源からの捻出などの工夫によって対応していきます。 

（別紙１参照） 

 

（なお、拡充事業にかかる既存事業費については、20 年度予

算額をベースに確保） 

・ 新税の使途は、公有地化

や維持管理支援、緑化、ボ

ランティアなど市民参画に

つながる取組に充てていく

ことが考えられる。 

・ 個人の所得保障や特定産

業の個別支援につながるも

のは、新税の使途としては、

市民の理解がえられにくい

のではないかと考えられ

る。 

（最終報告書 12 頁）

 

 

 

市民アンケートの結果 

（新たな税負担の使途：上位３施策）

（個人）①緑化の推進  

②樹林地の維持管理推進 

③樹林地の継続保有の促進 

（法人）①緑化の推進 

②樹林地の継続保有の促進 

③農地の継続保有の促進 
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検  討  案 

＜参考＞ 

税制研究会の最終報告 

  市民アンケート結果 

【税率】 

・ 使途を限定し、一部事業を新たな税負担以外の工夫によ

って対応することで、次のとおり税率を設定します。 

市民税(個人・法人)均等割超過課税の税率 

①税率 

 個人 1,100 円 

  法人 現行の年間均等割額の 11％相当額 

（5,500 円～330,000 円）

  ※ 個人・法人間の負担割合は、所得課税分を含めた個人、

法人の負担増加率が同程度となるように設定 

②納税義務者数 

個人 約 181 万人 

法人 約 95,000 社 

③税収規模  

約 32 億円（平年度）（個人約 20 億円 法人約 12 億円）

＜参考＞非課税者 

  65 歳以上年金収入(単身世帯)  収入金額 155 万円以下 

〃   (夫婦世帯)  収入金額 211 万円以下 

   単身の給与所得者       収入金額 100 万円以下 

夫婦子 2 人の給与所得者    収入金額 256 万円未満 

【平成 20 年 10 月 17 日現在】

・ 税率は、事業内容・事業

費を更に精査し、更なる内

部努力を行ったうえで、適

切な水準を導き出すべき。

  （最終報告書 12～13 頁）

・ 個人・法人間の負担割合

については、所得課税分も

含めて、個人、法人の負担

増加率を同程度としていく

ことが適当。 

（最終報告書 13 頁）

【課税期間】 

・ 平成21年度から５年間 

（個人）平成21年度分から平成25年度分まで 

（法人）平成 21 年 4 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日の間に 

開始する事業年度分 

・ 定期的に事業効果の検証

を行っていくうえで、５年

間という期間設定が合理

的。 

  （最終報告書 13～14 頁）

市民アンケートの結果 

（個人） 

①負担してもよい（1,300円）45％ 

②金額によって負担してもよい  34％ 

（うち最多は、1,000円～1,300円） 

（法人） 

①負担してもよい（13％）  29％ 

②割合によって負担してもよい  38％ 

（うち最多は、5％～10％） 



 4

 

検  討  案 

＜参考＞ 

税制研究会の最終報告 

  市民アンケート結果 

【使途の明確化と検証】（詳細は、現在、環境創造局において検討中） 

・ 市民税均等割超過課税分の使途や活用状況について、市

民の皆さまに明確に示すことができるように、超過課税に

よる税収分を管理する基金及び横浜みどりアップ計画（新

規・拡充施策）の事業全体を対象にした特別会計の設置を

検討します。 

・ あわせて、超過課税による税収を充当する事業について

検証や提言などを行う「市民参加の組織」を設置します。

【市民参加の組織】 

  事業効果の検証や施策への提言を行っていく市民、関係

団体、有識者等からなる組織 

・ 新たな税収の受け皿とし

て基金を設置するととも

に、事業効果の検証に向け、

市民参加の組織を設けてい

くべき。 

（最終報告書 17～18 頁）

【税負担の軽減】 

・ 緑の環境をつくり育てる条例に基づいて指定された市民

の森、緑地保存地区等に対して行っている固定資産税・都

市計画税の減免措置について、広く制度の周知を進め、対

象の拡大を図っていきます。 

・ 新たに、次に２つの軽減措置を行っていきます。 

（詳細は、現在、環境創造局において検討中）

① 緑化認定証の交付を受けた建築物敷地に対する固定資

産税・都市計画税の軽減措置 

（対  象） 緑化協議や緑化地域制度に伴う緑化基準を

超えて５％以上の上乗せ緑化を行ったことに

より緑化認定証の交付を受けた建築物の敷地

(500㎡以上) 

（条 件） 緑化部分全体を10年間存続させる契約を本

市と締結しているもの 

（軽減額） 上乗せ緑化部分に相当する税額の1/4 

② 農業用施設用地に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置

（対 象） 農家の敷地内等にある農業用施設用地 

宅地課税となるため、敷地外にある一般の

農業用施設用地と比較して税負担が高い 

（条 件） 所有農地等を10年以上耕作し、当該農業用

施設用地を10年以上継続して利用する契約を

本市と締結しているもの 

（軽減額） 一般の農業用施設用地の税額との差額相当分

・ 固定資産税・都市計画税

の減免を行っている「市民

の森」や「緑地保存地区」

の制度等について、広く周

知を進め、指定拡大につな

げていくことが必要。 

（最終報告書 15～16 頁）

・ 身近な緑化の促進に向け、

税の軽減措置を導入してい

くことが考えられる。 

（最終報告書 16 頁）
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横浜みどりアップ計画関連 
＜参考＞ 

税制研究会の最終報告 

【横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）の具体的目標】

・ 横浜みどりアップ計画によって 

① 樹林地を守る 

② 農地を守る 

③ 緑をつくる 

の３つの分野でそれぞれの具体的目標達成を目指します。

（別紙２参照） 

・ 施策の実施によって５年

後にどのような効果が得ら

れるのか、市民に対してわ

かりやすく説明できるよう

工夫を重ねることが重要。

（最終報告書５頁）

 



Ｈ20増嵩額
（注２）

超過課税
の使途

その他財源
（注３）

１　樹林地を守る（８施策） （19事業）

緑地再生・管理事業

緑地防災・安全対策事業

市民協働による緑地維持管理事業

森づくりマイスター等育成事業

愛護団体活動アップ支援事業

森づくりボランティア活動助成事業

景観の森・生き物の森事業

森の中のプレイパーク事業

森の収穫物体験事業

里山ライフ体験事業

健康の森体験事業

横浜の森の自然・生き物情報発信事業

森づくり市民提案制度の創設 みどりの夢かなえます事業 0.5 0.1 0.1 0.1

間伐材資源循環事業

間伐材活用クラフト作成事業

愛護会、森づくりボランティア活動拠
点整備事業

ウェルカムセンター整備事業

森林教室等の開講 森の恵み塾事業 0.9 0.2 0.2 0.2

緑地保全制度等の拡充 特別緑地保全地区指定等拡充事業 440.8 88.2 10.3 10.3

２　農地を守る（11施策） （16事業）

生産緑地制度等の活用 農園付公園整備事業 7.5 1.5 1.5 1.5

共同直売所の設置支援事業 2.0 0.4 0.4 0.4

収穫体験農園の開設支援事業 2.9 0.6 0.6 0.6

施設の省エネルギー化推進事業

生産用機械のリース方式による導入事業

集団的農地の維持管理奨励事業 1.2 0.2 0.2 0.2

水田保全契約奨励事業 0.8 0.2 0.2 0.2

生産基盤整備の拡充 かんがい施設整備事業 1.9 0.4 0.4 0.4

不法投棄対策事業

環境配慮型施設整備事業

機械作業の受託組織の育成 機械作業受託組織育成事業 0.6 0.1 0.1 0.1

コーディネーターの活用 担い手コーディネーター育成・派遣事業 0.4 0.1 0.1 0.1

農業後継者・横浜型担い手育成 農業後継者・横浜型担い手育成事業 0.9 0.2 0.2 0.2

農地の貸し手への支援 農地貸付促進事業 0.7 0.1 0.1 0.1

市民農園用地取得事業

農地流動化促進事業

３　緑をつくる（３施策） （７事業）

地域緑化計画策定事業

民有地地域緑化助成事業

公共施設地域緑化事業

民有地緑化助成事業

公共施設緑化事業

公共施設緑化管理事業 17.5 3.5 3.5 3.5

街路樹の維持管理 いきいき街路樹事業 7.5 1.5 1.5 1.5

22施策 42事業 603 121 38 32 6

（注３）市民税均等割超過課税の使途から除外する事業については、既存財源からの捻出などの工夫により推進を図ります。

（注２）「一般財源H20増嵩額」は、事業費の財源構成が年度によって異なることから、過去の実績値を参考に、一般
　　　財源を３分の１と設定し、試算したものです。

0.2 0.2

0.3

0.2 0.2

3.4 3.4

　 　う　ち　一　般　財　源

6.5 6.5

0.3

6.1

0.7

0.8 0.8

森の守り人の育成 0.8

森の資源循環促進 0.9 0.2

0.2

森の楽しみづくり

＜参考＞
  施設の整備費や特定の個人・事業の支援的な性格を有する事業（11事業）については超過課税の使途から除外し、既
存財源からの捻出などの工夫によって対応していきます。

0.7

0.8 0.8

単年度
事業費
（平均）

（注１）

市民税均等割超過課税の使途について

＜考え方＞
　横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）のうち、①確実な担保（公有地化等）等樹林地・農地の保全、②
身近な緑化の推進、③維持管理の充実による緑の質の向上、④ボランティアなど市民参画・協働の促進につながる事業
に超過課税による税収を充てていきます。この結果、事業費の必要な22施策42事業のうち、16施策31事業に超過課税に
よる税収を充当することとなります。

施策 事業名
５か年
事業費

安全・明るい森づくり 40.6

3.8

1.6 0.3

8.1

地産地消の推進

0.8ウェルカムセンター等の整備

施設の省エネルギー化の推進、生産
用機械のリース方式による導入

3.7

田園景観や水田の保全対策

0.7

不法投棄対策、周辺環境に配慮し
た生産環境整備

3.9

公的機関による買取及びあっせん 30.5

0.8

6.1

（注１）５か年分を単純に５分割したもので、実際の各年度の事業費は、年度ごと事業ごとに増減します。

地域緑のまちづくり 23.6

公共施設緑化と民有地緑化助成の
拡充

4.7

7.5 1.5

6

6.1

(単位：億円）

別紙１

  個人 1,100円
  法人 11％

 既存財源から
 の捻出などの
 工夫で対応
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横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）により、３つの分野で目標達成を目指します！ 

 
～ 緑地の保全施策と緑を増加させる施策を組み合わせることで、 

横浜の都市の魅力を高めるとともに、市民の潤いのある生活空間を創出し、 
豊かな自然環境を次世代に引継ぎます。 ～ 

 

１ 樹林地を守る 

【達成目標】 

緑地保全制度による指定を 5 か年で大幅に拡大（現在の約 830ha から約 2 倍以上）

し、一定のまとまりのある保全対象樹林地約 2,830ha のうち約 3 分の 2 を保全すること

を目指します。また、保全した樹林地の維持管理と利活用を市民協働等により進めます。

(1) 緑地保全制度の拡充により地区指定を拡大し、土地所有者が持ち続けられるよう支援するとと

もに、相続等やむを得ない場合には公有地化することで、樹林地を保全していきます。 

○ 緑地保全制度等の拡充（指定拡大とやむを得ない場合の買取り）  

・・・ 440.8 億円 

(2) 適切な維持管理により手入れが行き届かない樹林を明るく安全な森として再生させるとともに、

その利活用を促進します。 

○ 安全・明るい森づくり、森の楽しみづくり、森の資源循環促進 

                               ・・・  43.1 億円 

(3) ボランティアの育成などにより市民協働による森づくりを進めます。 

 ○ 森づくり市民提案制度の創設、森林教室等の開催、森の守り人の育成 

                                  ・・・   2.2 億円 

(4) その他 

 ○ ウェルカムセンター等の整備               ・・・   3.8 億円 

 

２ 農地を守る 

【達成目標】 

農地の維持継続の支援を図るとともに、優良な農地のあっせん・買取り等を行い、

従来の取組に加え、約 50ha の農地の保全を図ります。また、市民農園整備等により

農への市民参加を進めます。 

(1) 維持継続できるよう支援を行うことで、農地保全を図ります。 

○ 水田保全契約奨励事業、不法投機対策･周辺環境に配慮した生産環境整備、 

収穫体験農園の開設支援事業、農地の貸し手への支援  

・・・  8.3 億円 

(2) 農園付公園の整備等を進めるとともに、相続等不測の事態にはあっせんや公有地化をするこ

とで、農地保全を図ります。 

○ 生産緑地制度等の活用（生産緑地制度の活用及び借地公園制度による農園付公園の整備）、 

公的機関による買取及びあっせん             ・・・ 38.0 億円 

(3) その他 

○ 集団的農地の維持管理奨励事業、生産基盤設備の拡充、共同直売所の設置支援事業、 

施設の省エネルギー化の推進・生産用機械のリース方式による導入、 

機械作業の受託組織の育成、担い手コーディネーター育成・派遣事業、 

     農業後継者・横浜型担い手育成                  ・・・ 10.7 億円 

別紙 2 
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３ 緑をつくる 

【達成目標】 

市民協働による地域ぐるみの緑化の取組を展開するとともに、民有地や公共施設へ

の緑化を推進（生垣設置約 1km、公共施設緑化約 10ha など）します。 

(1) 市民協働による地域ぐるみの緑化を進めるため、地域の緑化計画の策定とこれに基づく緑化

の取組に支援を行います。 

  ○ 地域緑のまちづくり                     ・・・  23.6 億円 

(2) 幼稚園などの園庭の芝生化や屋上緑化等により、民有地や公共施設の緑化を拡大します。 

  ○ 民有地緑化助成事業、公共施設緑化事業、街路樹の維持管理 

                                                            ・・・ 15.0 億円 

(3) その他 

 ○ 公共施設緑化管理事業                     ・・・  17.5 億円 

 

 

   ※ 事業量及び金額は５か年の総計です。実際の事業費は、年度ごとに増減があります。 
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２ 市民意見募集 

 

 

（１）目的 

横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）の推進に向けた新たな税制案に対し、

広く市民からの意見又は提案を求めるために、市民意見募集を実施します。 

 

 

（２）実施方法 

ア 実施期間 

平成20年10月18日（土）から11月９日（日）までの23日間 

 

イ 公表・周知方法 

（ア） 区役所、市民情報センター、行政運営調整局、環境創造局において、新

たな税制案を公表 

（イ） 本市ホームページに新たな税制案を掲載 

（ウ） 周知用の広報紙（タブロイド版）を作成し、市内ＰＲボックス、緑化関

係イベント（市内11会場）等で配布 

（エ） 新聞に意見募集に関する広告を掲載 

（オ） 地域の団体、集会、会合への出張説明会の開催等 

 

ウ 意見の提出方法 

郵便、ファクシミリ、電子メールによる送付、または直接持参 

 

エ 実施結果の公表 

平成20年11月に、提出された市民意見の概要及び市民意見に対する市の考え

について、税制案の公表場所及びホームページで公表します。 

なお、市民意見募集の実施結果につきましては、後日、とりまとまりしだい

ご報告します。 
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（３）市民意見募集に付する市の税制案 

 

 「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）の推進に向けた新たな税制案につい

て」（別紙３のとおり） 

 

ア 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）の概要 

 

イ 横浜市税制研究会の最終報告と市民アンケート結果の概要 

 

ウ 新たな税制案について 

（ア）課税方式 

市民税（個人・法人）均等割超過課税方式 

 

（イ）使途 

横浜みどりアップ計画(新規・拡充施策)に掲げる22施策42事業（新たに年

約38億円の一般財源が必要）のうち、16施策31事業（約32億円分） 

 

（ウ）税率  

個人 年間 1,100円 

法人 現行の年間均等割額の11％相当額 

（資本金等の規模により5,500～330,000円） 

※ 税収の規模 

約32億円（平年度） （個人 約20億円  法人 約12億円） 

 

（エ）実施期間 

  平成21年度から５年間 

 

  （オ）使途の明確化と検証 

 

  （カ）固定資産税等の軽減措置 
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